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わかやまイベントボード
●平和の鐘打鐘会
　戦没者の冥福を祈り、黙とう
を捧げた後、世界平和を祈念し
て鐘をつきます。
日時　8月 15 日（火）
　　　11:45 ～ 12:30
場所　岡山の時鐘堂（和歌山市
吹上）のほか和歌山市内外の
36 ヶ所の予定
参加費　無料
問い合わせ　和歌山市生涯学習
課（073-435-1138）

●切り絵・切り文字のワーク
ショップ
　切り絵では昆虫を、切り文字
では漢数字をつくります。
日時　8月 19 日（土）14:00 ～
場所　古民家あったか（紀の川
市東国分）
内容　14:00 ～ 15:30 は切り絵、
15:45 ～ 17:30 は切り文字
講師　じょじょすけさん（切り
文字作家）
参加費　600 円（あったかクラ
ブ会員は 500 円）
定員　各 15 名（申し込み必要）
問い合わせ・申し込み　古民家
ギャラリーあったか（090-211
8-2289・出口さん）
備考　はさみ持参。詳細はブロ
グもご覧ください（http://ame
blo.jp/kominkaattaka）。

●創業支援セミナー「ケーキ作
りで和歌山を元気に！」
　和歌山市中島のケーキ店「ル・
パティシエ Miki」三鬼社長の創
業体験談など。
日時　8月 19 日（土）
　　　14:00 ～ 18:00
場所　ルミエール華月殿
内容　①創業計画の立て方、　
②従業員雇用のポイント、③三
鬼社長の創業体験談、④懇親会
参加費　無料（懇親会参加者は
1,000 円）
定員　100 名
申し込み・問い合わせ　「創業
支援セミナー in わかやま」実
行委員会（073-432-3412・わか
やま産業振興財団内）

●コレクション展 2017 夏
　和歌山ゆかりの作家の作品を
中心に特集しています。様々な
ものがたりと関連する作品を展
示しています。
会期　9月 10 日（日）まで
場所　和歌山県立近代美術館１
階展示室Ａ・B
入場料　一般 340 円、大学生
230 円。高校生以下と 65 歳以
上などは無料
問い合わせ　和歌山県立近代美
術館（073-436-8690）

和歌山を創る新聞

かつくわ隔週金曜掲載
　　　 特定非営利活動法人
　　　 わかやまNPOセンター
〒640-8331 和歌山市美園町 5-6-12
TEL 073-424-2223　FAX 073-423-8355
E-mail info@wnc.jp  URL http://www.wnc.jp/
編集　志場 久起

とはわかつく
和歌山県内で NPO（民間非営利組織）の支援を
おこなっている「わかやま NPO センター」の
責任編集で、市民のみなさんによる公益的な活
動や、これからのまちづくりに必要と思われる
様々な情報を隔週連載でご紹介する紙面です。
2013 年 4 月以降のバックナンバーはわかやま
NPOセンターウェブサイトで公開中。

このほかの情報もたくさん掲載！
「わかやまイベントボード」 

URL http://eventboard.shiminjuku.jp/

【目標 11　包摂的で安

全かつ強靭（レジリエ

ント）で持続可能な都

市及び人間居住を実現

する】

　目標 11 に掲げている

のは都市づくりと居住

についてです。

　2030 年までの目標として、①すべての人が安全、

安価な住宅サービスにアクセスできるようにし、

スラムを改善する、②いわゆる「社会的弱者」のニー

ズに配慮し、また交通の安全性改善により、すべ

ての人に安価かつ容易に利用できる輸送システム

によるアクセスを提供する、③持続可能な都市化の

促進と居住計画の強化をおこなう、④世界文化遺

産・自然遺産の保護・保全への努力を強化、⑤貧困

層等の保護に焦点を当て、水に関連する大規模災

S D
G を知ろう　⑬

国連・持続可能な開発目標
s

害による被災者と経済損損失を大幅に減らす、⑥大

気・廃棄物汚染を含め、都市における環境上の悪

影響を軽減する、⑦すべての人々に安全に利用でき

る緑地や公共スペースへのアクセスを提供する、

の 7点が挙げられています。

　このために必要なこととして、⑧都市と農村の良

好なつながりを支援、⑨2020 年までに総合的な災

害リスク管理の策定をおこなう、⑩開発途上国への

財政的・技術的支援をおこない持続可能な建造物

整備を支援する、の 3 点を施策としてあげていま

す。

◆　　　◆　　　◆

　国民の生活の質の向上には、「持続可能な都市開

発とその管理が欠かせない」としており、そのた

めの地域社会のつながり、安全の確保、居住地の

整備に対して地方政府やコミュニティとの連携・

協働をおこなうことが、宣言のなかに明記されて

います。

　また、化学物質の適性利用と環境への配慮、廃

棄物削減と再利用などを通じて、都市活動や人間

の健康に対する有害物質による影響をできるだけ

削減するとともに、気候変動に都市活動が及ぼす

インパクトを最小化する努力義務があるとしてい

ます。

　さらに、国・都市・農村の開発計画を策定する

際には人口動態と将来推計を踏まえた検討を行う

前提で「人間居住と持続可能な都市開発に関する

国連会議」（昨年 10 月開催）への期待が盛り込ま

れています。同会議では「キト宣言」として、人

口の都市間格差や、その格差から生じる行政サー

ビスの格差、人口過密による災害、都市型災害など、

幅広い都市問題に対する課題解決を図っていくこ

とを確認しています。

◆　　　◆　　　◆

　また、防災に関連する項目については、2015 年

に仙台で開催された「第 3 回国連防災世界会議」

において「仙台防災枠組 2015-2030」が採択され

たことを受け、これに沿った取り組みを行うこと

が求められています。ここでも東日本大震災の経

験が生かされています。

た
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ほ
ぼ
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外
な
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認
証
」
形

式
を
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っ
た
こ
と
も
あ

り
、
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か
ら
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右
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０
０
４
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Ｐ
Ｏ
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Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
制
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は
１
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９
８
年
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ら
ス
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ま
し
た
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団
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よ
う
な
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政
の
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認
可
」

で
は
な
く
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に
抵
触

し
て
い
な
い
と
判
断
で
き

NPO法人数の増加傾向に陰り…解散増と一般法人制度の影響も？

　

こ
れ
に
は
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
制
度
の
認
知
が
進
ん
だ

だ
け
で
は
な
く
、
06
年
の

「
障
害
者
自
立
支
援
法
」

の
施
行
に
伴
い
、
障
が
い

者
が
利
用
す
る
小
規
模
作

業
所
等
の
運
営
に
法
人
格

が
必
須
と
な
っ
た
と
い
う

事
情
も
加
わ
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
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は

介
護
保
険
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を
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用
し

た
事
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も
お
こ
な
え
る
た

め
、
特
に
福
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分
野
で
の

法
人
設
立
が
目
立
ち
ま
し

た
。

　

そ
の
後
も
法
人
は
増
え

続
け
、
内
閣
府
が
毎
月
末

日
に
集
計
し
て
い
る
全
国

の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
数
の
推
移

を
み
ま
す
と
、
一
昨
年
の

３
月
末
に
認
証
法
人
数
が

５
万
を
突
破
。
全
国
の
コ

ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
の

数
に
匹
敵
す
る
ま
で
に
な

り
ま
し
た
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し
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し
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２
０
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０
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後
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の
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っ
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し
た
と
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す

が
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も
あ
り
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う
で
す
。

解
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の
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加

　
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
増
加

の
ペ
ー
ス
が
鈍
っ
て
い
る

の
は
、
新
規
設
立
が
減
っ

て
い
る
だ
け
で
は
な
く
、

法
人
解
散
の
増
加
も
あ
り

ま
す
。
法
人
と
し
て
事
業

が
う
ま
く
進
ま
な
か
っ
た

り
、
別
法
人
に
事
実
上
鞍

替
え
し
た
り
、
と
、
長
年

に
わ
た
っ
て
法
人
の
活
動

を
続
け
て
い
く
な
か
で
は

法
人
を
解
散
す
る
と
い
う

選
択
肢
も
出
て
き
て
も
お

か
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
を
解

　1998 年 12 月施行の特定非営利活動促進法により、ボランティア団体などの民間公益団体が特定非営利活動法人（NPO 法人）として法人格を取得で
きるようになって来年で 20 年を迎えます。設立された法人数は全国で 5 万超、和歌山県内も 400 に迫り、コンビニエンスストアの数とほぼ同じ数の
NPO 法人が存在しています。しかしここにきて NPO 法人数の増加傾向に陰りがみえており、今年 4月末現在の全国の NPO 法人数は史上初めて前月比
減少に転じました。その理由とは…？

散
す
る
時
に
は
官
報
（
政

府
の
機
関
紙
）に
、「
公
告
」

を
掲
載
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
が
、
こ
れ
に
は
費
用

が
か
か
り
ま
す
。
当
初
、

公
告
は
３
回
以
上
求
め
ら

れ
た
た
め
、
相
当
な
費
用

が
か
か
り
、
特
に
事
業
の

不
調
に
よ
り
解
散
す
る
よ

う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
そ
の

費
用
の
捻
出
が
困
難
で
、

解
散
し
た
く
て
も
で
き
な

か
っ
た
ケ
ー
ス
も
あ
っ
た

と
み
ら
れ
て
い
ま
す
。
２

０
１
２
年
の
法
改
正
で
公

告
回
数
が
１
回
以
上
に
減

ら
さ
れ
、
公
告
費
用
が
安

く
な
っ
た
こ
と
を
契
機

に
、
解
散
が
か
な
り
増
加

し
ま
し
た
。

　

今
で
は
、
一
度
設
立
し

た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
う
ち
約

２
割
、
全
国
で
は
す
で
に

１
万
３
千
以
上
の
法
人
が

解
散
し
て
い
ま
す
。

一
般
法
人
制
度

　

も
う
ひ
と
つ
、Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人
の
増
加
に
歯
止
め
を

か
け
た
の
が
「
一
般
法
人

制
度
」
と
考
え
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

公
益
法
人
制
度
改
革
に

よ
り
「
一
般
社
団
法
人
」

「
一
般
財
団
法
人
」
の
制

度
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

そ
れ
ま
で
の
社
団
法
人
や

財
団
法
人
の
設
立
に
は
行

政
の
認
可
が
必
要
で
、
高

い
ハ
ー
ド
ル
が
あ
り
ま
し

た
。
一
般
社
団
・
財
団
法

人
で
あ
れ
ば
、
要
件
を
満

た
せ
ば
、
法
務
局
に
登
記

す
る
こ
と
で
す
ぐ
に
設
立

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
の

で
す
。
公
益
を
担
う
法
人

格
の
選
択
肢
が
増
え
た
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
と
比
較
し

ま
す
と
、
定
款
認
証
や
登

記
に
費
用
が
か
か
り
ま
す

が
、
設
立
ま
で
の
時
間
は

さ
ほ
ど
か
か
ら
ず
、
行
政

へ
の
様
々
な
手
続
き
も
簡

素
化
さ
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、
定
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の
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に
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っ
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は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

と
ほ
ぼ
同
等
の
税
制
が
適

用
さ
れ
る
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と
な
ど
も
あ

り
、
爆
発
的
に
増
加
し
ま

し
た
。

　

な
か
で
も
一
般
社
団
法

人
は
、
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
興
目
的
で
設
立
さ

れ
た
団
体
も
多
い
こ
と
も

手
伝
っ
て
か
、
制
度
が
始

ま
っ
て
10
年
足
ら
ず
で
既

に
４
万
３
千
団
体
を
超
え

て
い
ま
す
（
旧
制
度
の
社

団
法
人
か
ら
一
般
社
団
法

人
へ
の
移
行
分
も
含
む
）。

結
局
は
中
身
の
勝
負
に

　

こ
の
よ
う
に
、Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人
の
数
自
体
は
様
々
な

要
因
が
重
な
っ
て
減
少
の

傾
向
に
転
じ
て
い
ま
す
。

ま
た
一
般
社
団
法
人
の
台

頭
は
い
っ
け
ん
脅
威
に
も

み
え
ま
す
。

　

し
か
し
、
ど
ち
ら
の
制

度
に
も
一
長
一
短
が
あ
り

ま
す
。
地
域
で
公
益
的
な

活
動
を
す
る
の
に
最
適
な

法
人
格
を
選
択
し
、
法
人

化
し
た
後
は
目
的
に
向

か
っ
て
活
動
を
進
め
る
の

は
ど
ち
ら
も
同
じ
。

　

結
局
の
と
こ
ろ
、
地
域

の
み
な
さ
ん
が
そ
の
団
体

の
活
動
の
成
果
を
評
価
し

て
く
だ
さ
る
よ
う
な
取
り

組
み
を
進
め
る
こ
と
が
基

本
に
な
る
で
し
ょ
う
。
法

人
格
の
種
類
で
も
法
人
の

数
で
も
な
く
、
活
動
の
成

果
が
ま
っ
と
う
に
評
価
さ

れ
る
社
会
で
あ
り
た
い
も

の
で
す
。　
（
志
場
久
起
）
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■ 和歌山県認証NPO法人数（左軸）
■ 全国の認証NPO法人数（右軸）　　出典：内閣府NPOホームページ各年 3月 31 日現在のNPO法人数

2004 年～ 06 年にかけては急激に法人数
が伸びているが、2010 年前後から伸びは
鈍化。近年は微増にとどまっているのが
わかる。


